
 

 

平成３０年１月４日  

マイナンバーの届出へのご協力について 

 

平成３０年１月１日より、金融機関は、法律に基づき、預貯金口座にかかる

お客様の情報とマイナンバーを紐付けて管理する義務が課せられることにな

りました。（いわゆる「預貯金口座付番」といいます。） 

これに伴い、萩山口信用金庫（以下、「当金庫」といいます。）では、預貯金

口座付番に対応するため、「預金口座を開設されるお客様」や「預金口座をお

持ちのお客様」に、マイナンバーの届出について、ご協力をお願いしています。 

 ※ 法人のお客様につきましては、マイナンバーの代わりに、法人番号の届

出をお願いしています。 

 なお、預金口座に付番したマイナンバーは、行政機関による社会保障分野や

税分野などにおける行政手続を円滑に行うために利用されます。 

 当金庫では、預金口座に付番したお客様のマイナンバーを、以下のとおり、

行政機関への報告や回答のために利用します。 

【預金口座に付番したマイナンバーの利用範囲】 

○ 預金保険法に基づく預金者の名寄せ 

○ 社会保障のための資力調査への回答 

○ 税務調査への回答 

  ※ 法律で決められた目的以外に、マイナンバー 

    を利用することはありません。 

 預貯金口座付番の趣旨をご理解いただき、マイナンバーの届出につきまして、

ご協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 預貯金口座付番に関するご質問につきましては、最寄りの営業店または下記

にお問い合わせください。 

【 お問い合わせ窓口 】 

萩山口信用金庫 総務課 ・ 事務管理課 

受付時間： ９時～１７時（土・日・祝日を除きます） 

電話番号： 総 務 課 ０８３-９２２-２７００ 

      事務管理課 ０８３-９０２-２７３４ 

       



 

 

 

 

行政機関が金融機関に対して個人番号を提供して報告を求めることができる手続および根拠法令 

区   分 根 拠 法 令 

預金保険法の規定 

に基づく名寄せ 

預金保険法第５５条の２ 

預金保険法第３７条 

税務調査 国税通則法第７４条の２ 

国税通則法第７４条の３ 

国税徴収法第１４１条 

国税犯則取締法第１条 

内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等

に関する法律第７条 

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律第９条、第１０条の２ 

地方税法第２６条 

地方税法第２９８条 

社会保障における 

資力調査 

児童福祉法第５７条の４ 

生活保護法第２９条第１項 

公営住宅法第３４条 

厚生年金保険法第１００条の２第５項 

国民健康保険法第１１３条の２第１項 

国民年金法第１０８条第１項、第２項 

児童扶養手当法第３０条 

老人福祉法第３６条 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第３７条 

児童手当法第２８条 

高齢者の医療の確保に関する法律第１３８条第１項、第３項 

介護保険法第２０３条第１項 

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律第２９条 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第１２条 

 


